
平成１４年１１月
内閣府経済社会システム総括

―日本の経済社会と一人一人の構造改革を目指して―



現在、わが国では、経済成長の原動力となってきた製造業においても、国際競争力を失いつつある産業が見られます。
非製造業の生産性は平均的にはその製造業を下回っています。また、廃業率がこのところ大幅に開業率を上回るなど、
わが国の起業力の低下が見られ、外国から日本への直接投資の水準も低いままです。財政赤字もこの１０年で大幅に
拡大し、先進国の中で最も規模が大きくなっています。こうした結果、ＩＭＤ（経営開発国際研究所）によると、わが国の国
際競争力は９３年の第２位から２００２年には３０位にまで低下してしまいました。さらに、従来、日本の経済社会が有して
いた｢安全」とか「信頼」もいろいろなかたちで崩れてきており、社会全体に閉塞感が募っています。

こうした状況の下で、構造改革を推進し、創造性、効率性を高めて経済を活性化していかなければ、日本の潜在成長
率は趨勢的に低下し、経済社会の活力は失なわれてしまいます。
構造改革が必要な理由の第一は、戦後日本の成長を支えてきたキャッチアップ型の仕組みが、現在の環境に合わなく
なってきているためです。１９８２年の経済審議会報告書で既に、「日本は歴史的転換期を迎えており・・・これまでの制度
慣行を見直し、新しい仕組みを作り上げることが必要である。」と指摘されていますが、この２０年、日本は豊かさの中で
「惰性」から脱却できないでいるといえます。
第二に、少子高齢化、ＩＴ化などの新たな潮流に果敢かつ柔軟に対応できるように経済社会の構造や国民一人一人の
意識や行動を変えていく必要があるからです。例えば、アジア諸国の中には飛躍的に成長している国々が出現しており、
日本では規格大量生産型のものづくりから、知識が価値を持つものづくり・サービスづくりへと構造転換が急がれます。

「動け！日本」は、日本の経済社会と国民一人一人が今日から「動き」、そして、「変わる」ことを期待して名付けられまし
た。もう止まってはいられません。日本にはそれを実行できる力が十分にあります。このプロジェクトを通じて、日本の科
学技術の実力を紹介するとともに、どうすれば新たな事業・産業の創造と国民生活の向上に結びつけられるかを示した
いと思います。

重要なのは、「暮らしのビジョン」と「イノベーションの創造」、そして「実行力」です。

なぜ、「動け！日本」なのでしょうか？
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ＩＭＤランキングの推移
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○３年連続でノーベル賞を受賞しました。 ○日本の国際競争力は急速に
低下しています。わが国の科学技術の水準は世界のトップレベル

です。大学や企業が有する科学技術の潜在力を
もっと引き出すことによって、世界に貢献し、産業
や国民生活を豊かにできます。

平成１２年 白川英樹 ノーベル化学賞
平成１３年 野依良治 ノーベル化学賞
平成１４年 小柴昌俊 ノーベル物理学賞
〃 田中耕一 ノーベル化学賞

○日本の国と地方の債務残高は急速
に悪化しており、主要先進国中最悪
の水準です。

○日本は世界第２位の経済大国
ですが、世界はもっとダイナミッ
クな動きをしています。

○世界が評価する日本の強みが沢山あ
ります。

31.3兆ドル世界計

6.5兆ドル(20.9%)

（4.2兆ドル(13.6%)）

日中韓+ASEAN

（うち日本）

7.9兆ドル(25.2%)EU（１５ヶ国）

11.5兆ドル(36.7%)

（10.2兆ドル(32.5%))

ＮＡＦＴＡ

（うち米国）

ＧＤＰ(2001)

＜国民性＞
・国民は今でも、目的に向かって共同体のために働く力が
ある。
・戦後日本経済の驚異的な回復ぶりは、一つ一つの技術
や経済政策よりも経営者の勇敢な行動と決断に基づくも
のであり、この特質は今も存在している。

＜製品・技術＞
・今でも日本製品は世界的に高く評価されているので、自
由市場におけるチャンスは広がっている。
・高いレベルの技術力と教育を有しており、さらに欧米流
の経営手法を取り入れれば、グローバル化された情報
経済の中で有利な立場に立てる。
・電化製品（特にコンピュータ・ハードウェア、テレビ）、カメ
ラ、自動車などの分野で優位を保っている。
・バイオテクノロジー分野における輸出国としての役割を
担っていこうとしている（ゲノムプロジェクト、バイオテクノ
ロジーの環境保護への応用など）。
・技術が経済成長の大きな牽引力となっている（インターネッ
トや携帯電話などの新技術開発）

（注）World Development Indicators 「Total GDP 
2001」

（参考）世界の動き
1990年 東西ドイツ統合
1992年 ＥＵ成立
1994年 ＮＡＦＴＡ成立
2001年 中国ＷＴＯ加盟
2002年 ユーロ紙幣の発行

「超大国日本は必ず甦る」（ハドソン研究所）からの抜粋

国及び地方の債務残高
(SNAベース、OECD/エコノミック・アウトルック[70号(2001年12月)])
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日本はこういう状況にあります
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経済活性化
企業の生産性の向上、産学官連携の推進、地域産業の活性化、
大学発の起業活動の促進、大学知の地域への還元

「動け！日本」では、単なる欧米追従ではなく、わが
国の国民生活に根ざした新たな目標（「暮らしのビジョ
ン」）を提示しました。今、必要なことは、多くの国民
が心の底から願っている生活を具体的に実現するこ
とだと思われるからです。それによって、充足感のあ
る素晴らしい社会が構築されます。
それが、ＩＴ（インターネット技術）、ＢＴ（生命科学技
術）、ＮＴ（超微細技術）によって可能になりつつあり
ます。また、経営革新を通じて企業活動の効率化や
環境変化への対応が進みます。このようなイノベー
ション創造の過程を通じて多くのビジネスチャンスが
生まれ、企業の生産性も向上します。新たな雇用と
所得も生み出されます。
そのためには大学などの知識、国民のウォンツ（潜
在的欲求）、企業の力の３つをしっかり組み合わせ
なければなりません。それがこの「動け！日本」の目
的でもあります。

国民参加型の政策推進
（フォーラム、タウンミーティング等）

緊急産学官プロジェクト
（東京大学「動け！日本」委員会）

動け！日本

日本の優秀企業研究
（経済産業研究所）

１．日本の経済社会の活性化に今、何が必要なのでしょうか？

このプロジェクトは３つの柱から構成されています。

「暮らしのビジョン」と「イノベーションの創造」、
そして「実行力」です。
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「４つの暮らしのビジョン」とそれを３～１０年後に実現し得る大学発の技術革新

世界一の健康寿命延伸

－健康・予防医療サービスへの先端技術
（バイオ・ナノ・ＩＴ投入）－

（実現に向けた技術革新）
・身体に負担をかけない自分にあった治療
・ＩＴチップ等を利用した自宅で簡単、健康管理
・画期的な新薬の効率的創造

世界一の健康寿命延伸世界一の健康寿命延伸

－健康・予防医療サービスへの先端技術
（バイオ・ナノ・ＩＴ投入）－

（実現に向けた技術革新）
・身体に負担をかけない自分にあった治療
・ＩＴチップ等を利用した自宅で簡単、健康管理
・画期的な新薬の効率的創造

世界一のグリーン産業構造の構築

－健康な環境・国土の回復と、快適な都市生活と産業の共生－

（実現に向けた技術革新）
・太陽エネルギーを利用した水の浄化、ＮＯｘを除去し
た舗装道路、焼却時にダイオキシンを発生しないプ
ラスティック材料等
・携帯型燃料電池による１ヶ月無充電携帯電話

世界一のグリーン産業構造の構築世界一のグリーン産業構造の構築

－健康な環境・国土の回復と、快適な都市生活と産業の共生－

（実現に向けた技術革新）
・太陽エネルギーを利用した水の浄化、ＮＯｘを除去し
た舗装道路、焼却時にダイオキシンを発生しないプ
ラスティック材料等
・携帯型燃料電池による１ヶ月無充電携帯電話

世界一の教育システムの刷新

－大学教育システムの高度化による
知的産業競争力向上－

（実現に向けた技術革新）
・ＩＴ活用による個々人にあった教育システムの導入
・運動科学と脳科学による教育効果拡大

世界一の教育システムの刷新世界一の教育システムの刷新

－大学教育システムの高度化による
知的産業競争力向上－

（実現に向けた技術革新）
・ＩＴ活用による個々人にあった教育システムの導入
・運動科学と脳科学による教育効果拡大

世界一の安全社会の実現

－安全・安心な生活環境の整備
（食・交通・災害・犯罪・テロ）－

（実現に向けた技術革新）
・高速画像処理技術による映像制御、対象物追跡
・ナノ粒子を用いた微小部品に至るまでの製品管理
・光ファイバー神経網を利用した防災・危機管理、効率的維持管理

世界一の安全社会の実現世界一の安全社会の実現

－安全・安心な生活環境の整備
（食・交通・災害・犯罪・テロ）－

（実現に向けた技術革新）
・高速画像処理技術による映像制御、対象物追跡
・ナノ粒子を用いた微小部品に至るまでの製品管理
・光ファイバー神経網を利用した防災・危機管理、効率的維持管理

循環型社会の構築、地球環境問題への対応キャッチアップ型経済成長から知識創造型経済
への転換、情報の氾濫

テロ、狂牛病など身近に起こり得る大規模な危機
の頻発

急速な少子高齢化の進展と活力ある経済社会の
維持可能性

４



未来を拓く技術例

１．布型コンピューター

現在の通信は１次元（有線）か、３次元（無線）です。１次元の通信では配線
が必要となり、３次元の通信では、通信したくない対象にまで電波が届き、
情報の盗聴や漏えいの危険が高くなってしまいます。
　そこで、布状の任意の点から任意の点へ高速データ通信ができるような２
次元の通信が考えられました（上図）。
　この技術を使えば配線を省略することができ、さまざまなものづくりにおけ
る構造の簡略化、軽量化、信頼性の向上、高機能化などが実現されます。
身につけた服がコンピュータということにもなります。

©東京大学大学院情報理工学系研究科 篠田裕之助教授

え、これが
コンピュータ？

©東京大学大学院工学系研究科 保立和夫教授

２．｢痛み」のわかる構造物

生き物でもないビルや橋のような構造物が痛みを分かるというと非常に不
思議な感じがしますが、光ファイバーをセンサーとして、材料、構造、通信網
の痛みを把握することができます。人間が痛みを感じるのは、全身に神経
網が行き渡っているからであり、同じことを構造物にも応用しているもので
す。
橋梁・橋脚から飛行機の翼まで、この技術により新しいタイプの危機管理
ができます。これからのメンテナンス技術、防災危機管理技術としても活用
が期待されています。

５

Ex.1
Fiber to the Home (FTTH) のための監視システム

10km遠方で
~cm分解能

Ex.4 スマートマテリアルの
ための神経網

~100mレンジで
サブcm分解能

光ファイバ

Ex.2

数kmレンジで
サブm分解能

スマートストラクチャ のための神経網

橋，トンネル，高
速道路，堤防，ダ
ム，……

我国は地震国：　防災・危機管理技術の拡充
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Ex.3 防災システム ,防犯システム

ビル，住宅

Ex.3Ex.3Ex.3 防災システム ,防犯システム

ビル，住宅

我国は地震国：　防災・危機管理技術の拡充



２．暮らしのビジョンはどうやって実現できますか？

「こんなことはできないだろう」といった既成の概念を打破し、暮らしのビジョンを実現するための鍵は、イ
ノベーションの創造にあります。技術革新（テクノロジー・イノベーション）と経営革新（ビジネス・イノベーショ
ン）を通じて企業の生産性を高め、新事業を生み出していきます。

下図は、その概念を簡単なモデルにしたものですが、現在、東京大学「動け！日本」委員会において具体
的事例でもって詳細を取りまとめているところです。

新しい日本の経済社会の構築に向けた経路

テクノロジーイノベーション

ビジネスイノベーション

活性化されていない

産業、企業

新ビジネスモデル
暮らしのビジョン
（活性化された経済・

産業の姿）
＝

新規事業

目標と
実行力

経営 革新

技術革新

（知識の分離、移転、融合）

（効率化、環境適応）

規制改革等を通じた「自由と競争」の環境造り

国民の潜在的

欲求の顕在化
（安全・安心、快適、
楽しさ）

６



３．今、企業経営に求められていることはどのようなことでしょう？

（コラム）米国で議論された優れた企業

米国での優れた企業の特徴について、ジェームズ・コリンズ、ジェリー・ポラス
「ビジョナリーカンパニー」(1995年)や「Made in America」の主査であったリチャ
ード・レスター「競争力」(1998年)の著書から、その議論をみてみましょう。
「日本の優秀企業研究」で指摘された優秀企業の特徴と比較してください。

・ビジョナリーカンパニー（未来志向企業）の４つの概念
① 時を告げるのではなく、時計をつくる（アイディアやカリスマ性が重要な
のではなく企業そのものやその企業文化をつくることが重要）
② 様々な側面の両極にあるものを同時に徹底して追及する
③ 基本理念をしっかり維持し、進歩を促す
④ 基本理念と目標とする進歩のために、会社の動きのすべての部分と協
力し合う

・競争力－成功企業の特徴
① アイデンティティや目的の核となる信念に対する永続的で忠実な態度
② 新たな技術変革や発展を見逃さずに適応するために、企業自身を柔軟
に変えていく能力を結合する力の存在
③ 他の企業が分割可能と見ている企業要素間の結びつきの重要さを理解
し、これらの要素を互いに連携することへの認識

経済産業研究所･新原客員研究員「日本の優
秀企業研究」において、この不況下でも業績の
好調な企業に共通するイメージと６つの特徴を
導き出しています。

① 取り組む事業の範囲－分からないことは分ける
こと。
② 論理的（ロジカル）であること－常識や他企業の
成功例を無批判に受け入れるのではなく、自己
についてきちんと考えて、考えて、考え抜くこと。
③ 傍流の意味－自社を客観的に眺め、不合理な
点を見つけられること。
④ 危機を企業のチャンスに転化すること。
⑤ 身の丈に合った成長を図り、事業リスクを直視
すること。
⑥ 経営者が持続性のある規律の文化を企業に埋
め込んでいること。

　　　
　　　　・新原浩朗「優秀企業ベスト経営者の能力」
　　　　(http://www.rieti.go.jp/jp/papaers/bungei/index.html )
　　　　・鶴光太郎「『優秀企業ベスト経営者の能力』を読んで」
　　　　(http://www.rieti.go.jp/users/economics-review/009.html) 

愚直に、まじめに、自分が分かる事業をやたらに広げずに、
きちんと考え抜いて、情熱を持って取り組んでいる企業

愚直に、まじめに、自分が分かる事業をやたらに広げずに、
きちんと考え抜いて、情熱を持って取り組んでいる企業
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４．今までどういう議論が行われましたか。

リチャード・レスターＭＩＴ教授
透明性の高いコーポレートガバナンスや会計基準等を有する米国型資本市場について
も、これまでは米国の最も強力な武器と言われてきた。しかし、エンロンやワールド･コム
の不祥事は、米国の資本主義制度への信頼を揺るがしている。これは、３０年代以来の
危機である。
日本を含めて、米国モデルを踏襲しろといわれてきた国々は、今後どうすればいいのだ
ろうか。そもそも国家は、他の国から学ぶことはできるのか。自分の考えでは、日本、米
国とも他の国から学ぶことはできる。米国産業界も１９８０年代に自分たちの弱点を克服
するために、日本企業から学んだ。そのプロセスで、１９８９年にまとめた「Made in 
America」は、日本のリーディングカンパニーの事例研究がなされていたこともあり、米国
経営者の注目を浴びた。他国が行っていることを観察する真の価値は、他国の行動を真
似るのではなく、他国の独特の強みについて理解を深めることである。

（経済総合研究所「経済活性化戦略に関する国際フォーラム」(14.7.15)での発言より抜粋）

牛尾治朗 経済財政諮問会議議員
今、大切なのは、競争力の維持である。最大の課題は、高い賃金、高い福祉、そ
してきれいな自然、しかも治安が非常にいい、衛生状態もいい、そういう日本の良
さを保ちながら、かつ個別企業が競争力を持つことである。

（「財界」夏季特大号における牛尾経済財政諮問会議議員へのインタビューか
ら抜粋）

梶山千里 九州大学総長
今後、私たちの暮らしは従来型の衣食住から心豊かな暮らしへと変化していく。産
学官連携により大学の知を活用して健康・安全・環境・教育などの新しい型の産業
を創出していくことを提案したい。今後は、大学の知は、大学だけのものではなく、
経済発展につながる地域の財産､日本の財産ととらえていく必要がある。そのため
に、大学には知的財産を生み出し、適切に保護し、学外への活用の促進を図り、
知的財産戦略に明るい人材を育成することが求められる。

（大学発タウンミーティング・イン福岡(14.9.28)での議事概要より抜粋）

奥田碩 経済財政諮問会議議員
わが国が再び国際競争力を強化する鍵は、弛まざる研究開発に
よって高付加価値の製品･サービスを世界市場に提供することだ。
先般、「動け！日本」プロジェクトで新たな技術、シーズを興味深く
見たが、こういった技術をいかに事業化するかが非常に大事だ。関
係省庁、大学、研究所、企業、こういう連携を十分に図ってスピーディ
に成果を出すべきだ。

（平成１４年第２３回経済財政諮問会議(14.8.28)での発言より抜粋）

竹中平蔵 経済財政担当大臣
なぜ日本の大学は駄目なのかという原因についての議論が重要である。私
は大学に行くたびに３つの質問をしている。
１つ目は、あなたの大学のライバルはどこか。シンガポール大学で質問をす
るとオハイオ大学だと答えた。ハーバード大学に最近人材を最も多く出してい
るのがオハイオ大学であり、シンガポール大学からもハーバード大学へ人材を
出したいということでだった。このようなレベルでの競争が必要なのではないか。
企業はアジアの国々と競争しなければならない。競争するにあたって大学の
役割が重要である。それでは大学は競争しているのか。それが議論のポイン
トである。
２つ目は、あなたの大学の図書館は何時まで開いているか。米国の大学の
図書館はどこでも１２時まで開いており、日本の大学の図書館は９時､１０時で
閉まってしまう。職員が云々など理由はいろいろあるだろうが、そんなことで競
争に勝てるのか。つまり、本当に資源を１００％活用してがんばっているかとい
うことである。
３つ目は、教官の評価はどうなっているか。大学には教官が独り善がりにな
らないシステムが必要である。多くの欧米の大学では学生による授業の評価
をやっている。また、米国の教官は給料を大学からは９か月分しかもらえず、
残り３ヶ月については学外で自分で稼いでくる。そのような工夫をどの国も、ど
の大学もしているのである。

（大学発タウンミーティング・イン福岡(14.9.28)での議事概要より抜粋）
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５．どうすれば、この取り組みをもっと知ることができるのでしょうか。

プロジェクト「動け！日本」の取組み

３月１５日　 経済財政諮問会議でプロジェクトの提案
　

４月２３日 　 緊急産学官プロジェクト発足

６月１３日 「動け！日本」緊急産学官プロジェクト緊急報告を経
　済財政諮問会議に提出

６月２１日 「動け！日本」日本の優秀企業研究（中間報告要旨）を
　経済財政諮問会議に提出

６月２５日 「基本方針２００２」閣議決定
　東京大学ミーティング（竹中大臣、尾身大臣、経済財
　政諮問会議有識者議員出席）

７月１５日 　経済活性化戦略に関する国際フォーラム「動け！日本
　～競争力強化に向けて」（リチャード・レスターＭＩ
　Ｔ 教授、竹内一橋大学教授他）

７月２９日 　日本経団連・産業技術委員会合同部会

８月 ６日 　関西競争力会議「動け！日本」フォーラム－産業競争
　力 強化の課題と方策－

９月２５日 　日経新聞Business Strategy 2002－「動け！日本」新
　・成長企業の条件－竹中大臣基調講演
　東京大学ミーティング（尾身大臣、総合科学技術会議
　有識者議員出席）

９月２８日 　大学発タウンミーティング（九州大学）
１１月２日 　大学発タウンミーティング（京都大学）
１１月２９日 経済財政諮問会議に報告（予定）

１月頃 　　地域経済フォーラム「構造改革と地域経済活性化」
　　（全国３ヶ所程度）

　　　　　　　「需要創出型構造改革総合プロジェクト」の普及・促
　　進

１５年３月 　　「動け！日本」タウンミーティング（予定）

プロジェクト「動け！日本」の取組み

３月１５日　 経済財政諮問会議でプロジェクトの提案
　

４月２３日 　 緊急産学官プロジェクト発足

６月１３日 「動け！日本」緊急産学官プロジェクト緊急報告を経
　済財政諮問会議に提出

６月２１日 「動け！日本」日本の優秀企業研究（中間報告要旨）を
　経済財政諮問会議に提出

６月２５日 「基本方針２００２」閣議決定
　東京大学ミーティング（竹中大臣、尾身大臣、経済財
　政諮問会議有識者議員出席）

７月１５日 　経済活性化戦略に関する国際フォーラム「動け！日本
　～競争力強化に向けて」（リチャード・レスターＭＩ
　Ｔ 教授、竹内一橋大学教授他）

７月２９日 　日本経団連・産業技術委員会合同部会

８月 ６日 　関西競争力会議「動け！日本」フォーラム－産業競争
　力 強化の課題と方策－

９月２５日 　日経新聞Business Strategy 2002－「動け！日本」新
　・成長企業の条件－竹中大臣基調講演
　東京大学ミーティング（尾身大臣、総合科学技術会議
　有識者議員出席）

９月２８日 　大学発タウンミーティング（九州大学）
１１月２日 　大学発タウンミーティング（京都大学）
１１月２９日 経済財政諮問会議に報告（予定）

１月頃 　　地域経済フォーラム「構造改革と地域経済活性化」
　　（全国３ヶ所程度）

　　　　　　　「需要創出型構造改革総合プロジェクト」の普及・促
　　進

１５年３月 　　「動け！日本」タウンミーティング（予定）

「動け！日本」では、順次成果を取りまとめて、いろい
ろな場をとらえて提示をしていきます。産業界、大学、
国民各層を巻き込んで、できる限り多くの方々に「日
本の将来はどうあるべきか、そのためにどう動くべき
か」議論していきたいからです。
来年には、米国のマサチューセッツ工科大学等との
国際共同研究報告もまとまります。
最終報告は来年３月に予定しています。
「動け！日本」ホームページhttp://www.go-nippon.jp
及び内閣府ホームページhttp://www.cao.go.jp
もあわせてご覧下さい。
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６．どういう方々が加わっていますか。 ７．国の政策にどう位置づけられて
いますか。

（１）本年３月に経済財政諮問会議から「動け！
日本」の実施提案をいただき、「経済財政運
営と構造改革に関する基本方針2002」（平成
１４年６月２５日閣議決定）において、経済活
性化戦略等において本プロジェクトを推進す
る旨決定しています。

（２）総合科学技術会議（平成１４年４月２３日）で
緊急産学官プロジェクトが科学技術振興調
整費による緊急調査研究として指定されて
います。

（３）本年１０月３０日の「総合的な対応策」におい
て、「技術革新や経営革新を通じて企業の
生産性を高め、経済を活性化する観点から、
「動け！日本」緊急産学官プロジェクトを推進
する」旨決定しました。

お問い合わせは
内閣府経済社会システム総括 TEL:03-3581-0783(担当：東風谷、水廣)
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